
事業始期 事業終期 総事業費（円） 交付金充当額（円） 成果目標 実績値 効果検証 備考

136,072,614 136,072,614

1 単 R5補正
八百津町物価高騰追加支援給付金

【物価高騰対策給付金】
町民課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③職員手当等：71,179円
　 消耗品費：12,617円
　 印刷製本費：132,605円
　 通信運搬費：319,244円
　 委託料：1,237,500円
　 補助金：68,740,000円（70千円×982世帯）
④R５年度分の住民税非課税世帯　（982世帯）

R5.12 R6.3 70,513,145 70,513,145
対象世帯に対し令和6年2月

までに支給を開始する。
低所得者生活支援世帯数

982世帯

引き続き物価高騰に直面する
住民税非課税世帯の不安と経
済的負担は大きく、給付金を支
給したことで、家計の負担を一
部軽減でき、安心感を与えるこ
とができたと考える。
支給に際し、広報やホームペー
ジ等で周知し、積極的に勧奨を
実施し、適正な給付に努めた。

広報やおつ：令和6年1月号
ホームページ：R6.1.22～3.22
すぐメール、やおつーしん：R6.3.15

2 単 R5予備 八百津町物価高騰追加支援給付金（住民税均等割のみ課税世帯向け）
【物価高騰対策給付金】

町民課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③職員手当等：76,550円
　 消耗品費：1,420円
　 印刷製本費：57,596円
　 通信運搬費：104,897円
　 手数料：3,960円
　 委託料：990,000円
　 負担金、補助金及び交付金：25,700,000円（100千円/世
帯×257世帯）
④R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯（257世帯）

R6.3 R6.12 26,934,423 26,934,423 対象世帯に対し令和6年3月
までに支給を開始する。

R5年度分の住民税均等割のみ
課税世帯数

257世帯

物価高騰に直面する住民税均
等割のみ課税世帯の不安と経
済的負担は大きく、給付金を支
給したことで、家計の負担を一
部軽減でき、安心感を与えるこ
とができたと考える。
支給に際し、広報やホームペー
ジ等で周知し、積極的に勧奨を
実施し、適正な給付に努めた。

広報やおつ：令和6年4月号
ホームページ：R6.4.30～
すぐメール、やおつーしん：R6.7.21、R6.8.21

3 単 R5予備
令和5年度住民税均等割非課税世帯（7万円給付金世帯）及び、令和5年度住民税均等割のみ課税世帯（10万円給

付世帯）への加算給付
【物価高騰対策給付金】

町民課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③職員手当等：18,372円
　 印刷製本費：10,164円
　 通信運搬費：17,210円
　 手数料：1,760円
　 委託料：1,237,500円
　 負担金、補助金及び交付金：4,050,000千円（50千円/人
×81人）
④令和5年度住民税均等割非課税世帯及び令和5年度住
民税均等割のみ課税世帯（81人/41世帯）へのこども加算
給付

R6.3 R6.12 5,335,006 5,335,006 対象世帯に対し令和6年3月
までに支給を開始する。

令和5年度住民税均等割非課税
世帯及び令和5年度住民税均等
割のみ課税世帯へのこども加算

給付世帯数
81人/41世帯

物価高騰に直面する低所得の
子育て世帯への不安と経済的
負担は大きく、給付金を支給し
たことで、家計の負担を一部軽
減でき、安心感を与えることが
できたと考える。
支給に際し、広報やホームペー
ジ等で周知し、積極的に勧奨を
実施し、適正な給付に努めた。

広報やおつ：令和6年5月号
ホームページ：R6.5.21～
すぐメール、やおつーしん：R6.7.21、R6.8.21

10 単 R5補正 物価高騰対策応援券交付事業 総務課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰が続く中で、消
費下支え等を通じた生活者を支援する事業。
②③通信運搬費：1,969,109円
　　委託料：1,167,931円
　　扶助費：30,153,000円（ギフト券3千円/人×10,051人）
④全町民

R5.12 R6.3 33,290,040 33,290,040
全世帯への配布をR6.3月ま
でに完了し、配布率100％に

近いものにする。

配布人数：10,051人
配布率：99.58％

エネルギー・食料品価格等の物
価高騰が続く中、配布率100％
は達成できなかったが、短期間
の交付により消費の下支えを図
ることに大きく資することができ
たと考える。

広報やおつ：令和6年1月号
ホームページ：R6.1.31～
すぐメール・やおつーしん：R6.1.31・R6.2.26
CCNet：R6.1.31～R6.2.9、R6.3.1～R6.3.8

実績

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（実施状況及び効果検証）

Ｎｏ 補助・単独 国の予算 交付対象事業の名称 所管

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）


